
平成24年12月期 第3四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

平成24年11月8日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 セーラー万年筆株式会社 上場取引所 東 
コード番号 7992 URL http://www.sailor.co.jp/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 中島 義雄
問合せ先責任者 （役職名） 取締役 管理部長 （氏名） 比佐 泰 TEL 03-3846-2651
四半期報告書提出予定日 平成24年11月8日
配当支払開始予定日 ―
四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 無
四半期決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成24年12月期第3四半期の連結業績（平成24年1月1日～平成24年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年12月期第3四半期 4,815 1.3 △26 ― △77 ― △110 ―
23年12月期第3四半期 4,753 1.2 △397 ― △478 ― △498 ―

（注）包括利益 24年12月期第3四半期 △107百万円 （―％） 23年12月期第3四半期 △522百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年12月期第3四半期 △1.92 ―
23年12月期第3四半期 △8.89 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年12月期第3四半期 4,717 355 6.8
23年12月期 4,928 441 8.3
（参考） 自己資本   24年12月期第3四半期  319百万円 23年12月期  409百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
24年12月期 ― 0.00 ―
24年12月期（予想） 0.00 0.00

3. 平成24年12月期の連結業績予想（平成24年 1月 1日～平成24年12月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,695 1.3 204 ― 104 ― 34 ― 0.60



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）「会計方針の変更を会計上の見積の変更と区別することが困難な場合」に該当します。詳細は、添付資料3ページ「2.サマリー情報（注記事項）に関す
る事項(3)会計方針の変更・会計上の見積の変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に掲載されている業績予想等に関する記述は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれているため、
実際の業績は、予想数値と異なる可能性があります。 

※  注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  有
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年12月期3Q 57,656,587 株 23年12月期 57,536,587 株
② 期末自己株式数 24年12月期3Q 118,550 株 23年12月期 116,321 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年12月期3Q 57,503,009 株 23年12月期3Q 56,072,804 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

    当第３四半期連結累計期間（平成24年１月１日～平成24年9月30日）の概況   

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円の高止まり、中国経済の減速、欧州信用不安などに加

え、尖閣問題も発生するなど、先行き不透明な状況で推移しました。 

 このような状況のもと、当社グループでは、昨年末に原価低減プロジェクトを推進し、全社一丸となって収

益の改善に努めてまいりました。その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は48億1千5百万円(前年同期

比1.3％増）、営業損失2千6百万円（前年同期営業損失3億9千7百万円）、経常損失7千7百万円（前年同期経常

損失4億7千8百万円）となりました。 

 なお、第１四半期連結会計期間より、東南アジアにおける戦略基盤強化のため、従来非連結子会社であった

THE SAILOR (THAILAND) CO.,LTD. 写楽精密機械（上海）有限公司の２社を連結の範囲に加えております。 
  

 セグメント別の状況は次のとおりであります。  
  
（文具事業） 

 文具事業は、昨年発生した大震災の復興需要などもあり、東日本を中心に売上が順調に推移しておりました

が、当第３四半期につきましては、景気減速が明らかになる中、「夏枯れ」の影響も加わり、厳しい売上状況

となってきました。このような状況のもと、引き続き製造原価並びに販管費の見直しを強力に推し進めてまい

りましたが、売上高は31億4千3百万円（前年同期比1.0％減）、営業損失4千4百万円（前年同期営業損失3億6

千3百万円）となりました。 

（ロボット機器事業）  

 大型特注機の売上などもあり、売上高は16億7千2百万円（前年同期比6.1％増）、営業利益1千8百万円（前

年同期営業損失3千3百万円）となりました。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

(1)資産、負債及び純資産の状況  

 （資産の状況） 

 資産合計は、前連結会計年度末に比べて2億1千万円減少し、47億1千7百万円となりました。このうち流動資

産は受取手形及び売掛金の減少などがあり8千５百万円減少し、31億7千9百万円となりました。 

 また、固定資産は投資有価証券の減少や貸倒引当金の増加などによって1億2千5百万円減少し、15億3千7百万

円となりました。 

（負債の状況） 

 流動負債は、支払手形及び買掛金の減少などがあり、前連結会計年度末より1億1百万円減少し、32億7千5百

万円となりました。  

 固定負債は、前連結会計年度末より2千3百万円減少し、10億8千6百万円となっております。 

（純資産の状況） 

 純資産は、前連結会計年度末から8千5百万円減少して、3億5千5百万円となりました。 

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成24年度第４四半期を展望しますと、アメリカ経済に底入れの兆しが見られるものの、国内政治の停滞に

加え、欧州経済不安や新興国経済の減速、中国リスクの顕在化など先行き不透明感は拭えません。このような

経済環境のもと、当社グループのセグメントの見通しは、以下のとおりであります。 

（文具事業） 

 経済状況の停滞を受け、個人消費や法人需要の状況は厳しい状況ですが、好調な新製品を中心に、年末需

要を逃さず確実に捕らえ、売上の向上を目指すとともに、原価低減を更に徹底し、営業利益の確保に努めま

す。 

（ロボット事業） 

 今期の特注機受注につきましては、計画通り推移しておりますが、標準機に関しては、射出成形機用取出

機の新製品ＲＺ－Ｘ、ＲＺ－ΣⅡを拡販していくとともに、原価低減をより一層推進し、安定した収益構造

を確立、営業利益の確保を目指します。   

１．当四半期決算に関する定性的情報
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（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

  該当事項はありません。   

   

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

   該当事項はありません。  

   

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第２四半期連結会計期間より平成24年４月１日以降に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 この変更による当第３半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。   

  

（４）追加情報  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。

   

  

 当社グループは、当第３四半期連結累計期間において前年同期と比較して営業赤字幅が減少しましたが、前連

結会計年度まで連続して損失を計上し、営業キャッシュ・フローも２期連続してマイナスとなっております。当

該状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。  

 このような状況に対応するため、当社グループは以下の施策を実行し、基幹事業の経営基盤の強化を行い、収

益力の強化を図ることにより、当該状況の改善を実現できると考えております。 
  

 平成24年度経営戦略 

  [文具事業] 

  (1)営業戦略の再構築と計画管理の強化による売上増 

  ①百貨店・大型専門店へ、高級品・ブランド品等の戦略的な当社商品群を重点投入し、売上増に貢献してま

いります。 

 ②寄木細工の木軸万年筆、銘木シリーズ万年筆の魅力的な新製品を発売し、新たな販路に導入中です。 

 ③DAKS LEGENDシリーズを発売し、拡販につとめております。 

 ④東京スカイツリーのSHOP限定製品の販売が好調で、新規提案も継続してまいります。 

 ⑤有名ブランドとのコラボレーション商品など、市場ニーズの高い商品を開発・販売してまいります。 

 ⑥長年の高級筆記具製造技術を活かしたブランド品のＯＥＭ製造により、安定した当社製造製品の販路確保

に努めてまいります。 

 ⑦取扱品種の選択と集中を行い、販路を絞り込んで、買手のインセンティブとなる顧客志向による販売を行

い、在庫効率の向上を進めてまいります。 

 ⑧電子文具事業につきましては、音声ペンの、教育分野への導入が始まりました。引き続き介護分野、観光

分野などでの活用範囲を拡大し、積極的に販売を進めます。また、「どこでもシート」につきましても、

引き続き拡販に努めます。 

  (2)コスト削減の徹底  

 ①原価低減プロジェクトを立ち上げ、業務効率化及び工程見直しによる販売経費、製造費等のコストの削減

を進めてまいります。 

 ②製品商品原価は、材料購入先選定の見直し、購入単価低減の交渉強化、外注加工費の見直し、仕入商品の

価格交渉、製品構成の見直しなどでコスト削減を図ります。 

 ③販売費及び一般管理費につきましては、予算管理を徹底して経費の削減を図り、また、外注諸経費及び資

金調達等の手数料等を見直して、大幅な削減に努めます。  

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要
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  (3)海外市場の深耕   

  北米市場では新代理店を活用し、アメリカ、カナダ全土での販売本格化に着手し、売上増に努力しており

ます。ヨーロッパ・東南アジア・インド市場に、富裕層をターゲットとした高級万年筆の新製品及び地域

オリジナルの新製品を投入し、新たな販路を開拓してまいります。 

  フィリピン、ブラジルの両国で新規取引先を獲得いたしました。  

  (4)Ｅコマースの強化  

  ウエブサイトのセーラーショップでは、コーポレートサイトのリニューアルやリスティング広告などの実

施に加え、取扱いアイテム数の増加等により、さらに充実させてまいります。 
  
  [ロボット機器事業]  

  (1)中国、東南アジア市場向けに、平成23年９月より中国で生産を開始した低価格取出機ＲＺ－Ｘシリーズの

販売を開始し、タイを中心に受注を伸ばしていきます。 

  (2)国内および北米向けには、安定した需要のある食品容器関連や医療機器関連業界で、取出機と特注機（後

工程装置）を組み合わせたシステム販売で売上確保を図ります。 

  (3)地域性やユーザーのニーズに合わせた取出機が提供できるように、高機能機種と低価格機種の両面で新機

種の開発を進め、新製品ＲＺ－ΣⅡ、ＲＺ－ＥⅢを市場投入し、拡販をすすめております。 

  (4)取出機においては、生産工程の見直し、部品の共通化を進めると共に、部品の調達先を海外にも広げるこ

とでコストダウンを図り、他社との競争力を高めてまいります。 

  (5)特注機においては、プラスチック成形業界以外の自動化設備受注にも積極的に取り組んで、販路を広げて

まいります。  
  
  [全社] 

  (1)文具・ロボット両分野で着手しました新規事業につきましては、本来的な事業環境の困難性もあり、利益

貢献度に照らした計画の精査・見直しにより、更なる慎重化・合理化を図ってまいります。 

  (2)平成24年3月30日に持分法適用関連会社であったセーラー出版株式会社の株式の売却を行うなど、関係事業

の再検討・見直しを行い、不採算事業からの撤退を進めてまいります。また、すべての事業及び業務に関

し、損失の危険の管理を徹底してまいります。 

  (3)全社的な事業構造改革を推進し、発行済新株予約権の行使環境改善に努めるとともに、エクイティファイ

ナンスを含めて、事業継続のための資金調達の多様化に努力してまいります。また、自社の強みをさらに

伸ばすと共に弱みを是正し、魅力ある株式投資先となるべく全社を挙げて努力してまいります。 
  
    しかしながら、これらの対応策の実現可能性と成否は、市況、需要動向、他社製品との競合等の影響下による

成果に負っており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

  なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の

影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 
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４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 325,328 563,063

受取手形及び売掛金 ※1  1,586,745 ※1  1,154,984

商品及び製品 744,771 830,694

仕掛品 128,966 169,495

原材料及び貯蔵品 467,298 445,613

その他 88,599 42,240

貸倒引当金 △76,238 △26,307

流動資産合計 3,265,471 3,179,785

固定資産   

有形固定資産   

土地 953,233 953,233

その他（純額） 205,618 172,680

有形固定資産合計 1,158,851 1,125,914

無形固定資産 13,310 11,723

投資その他の資産   

投資有価証券 344,658 260,265

その他 222,369 254,364

貸倒引当金 △76,538 △114,879

投資その他の資産合計 490,489 399,751

固定資産合計 1,662,651 1,537,388

資産合計 4,928,122 4,717,174

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※1  1,030,168 ※1  869,514

短期借入金 2,025,540 2,025,540

1年内返済予定の長期借入金 50,200 50,200

リース債務 3,854 3,854

未払法人税等 22,730 13,202

賞与引当金 346 1,453

その他 243,876 311,239

流動負債合計 3,376,717 3,275,005

固定負債   

リース債務 7,190 4,298

繰延税金負債 10,488 4,191

退職給付引当金 758,243 744,007

再評価に係る繰延税金負債 307,750 307,750

資産除去債務 26,606 26,606

固定負債合計 1,110,279 1,086,854

負債合計 4,486,996 4,361,860
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,287,625 2,290,179

資本剰余金 656,320 658,874

利益剰余金 △3,105,111 △3,183,307

自己株式 △19,843 △19,927

株主資本合計 △181,008 △254,180

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 45,364 43,526

土地再評価差額金 555,747 555,747

為替換算調整勘定 △10,473 △25,265

その他の包括利益累計額合計 590,639 574,008

新株予約権 9,454 9,386

少数株主持分 22,040 26,100

純資産合計 441,125 355,314

負債純資産合計 4,928,122 4,717,174
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年９月30日) 

売上高 4,753,266 4,815,975

売上原価 3,622,744 3,508,213

売上総利益 1,130,521 1,307,762

販売費及び一般管理費 1,527,909 1,334,194

営業損失（△） △397,387 △26,432

営業外収益   

受取利息 294 215

受取配当金 2,182 1,938

持分法による投資利益 17,704 6,842

その他 4,248 3,154

営業外収益合計 24,430 12,151

営業外費用   

支払利息 55,477 47,685

為替差損 20,111 2,314

株式交付費 11,462 －

支払手数料 12,489 5,850

その他 6,249 7,328

営業外費用合計 105,790 63,178

経常損失（△） △478,748 △77,459

特別利益   

投資有価証券売却益 33,414 955

関係会社株式売却益 － 1,942

貸倒引当金戻入額 977 －

その他 2,100 －

特別利益合計 36,491 2,897

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 26,606 －

固定資産売却損 577 －

災害による損失 2,326 －

和解金 － 18,000

特別損失合計 29,510 18,000

税金等調整前四半期純損失（△） △471,766 △92,561

法人税、住民税及び事業税 14,162 14,462

法人税等合計 14,162 14,462

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △485,929 △107,024

少数株主利益 12,485 3,284

四半期純損失（△） △498,415 △110,308
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（四半期連結包括利益計算書） 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △485,929 △107,024

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △34,218 △1,838

為替換算調整勘定 △2,366 1,507

その他の包括利益合計 △36,585 △331

四半期包括利益 △522,515 △107,355

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △532,944 △111,415

少数株主に係る四半期包括利益 10,429 4,060
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  当社グループは、当第３四半期連結累計期間において前年同期と比較して営業赤字幅が減少しましたが、前連

結会計年度まで連続して損失を計上し、営業キャッシュ・フローも２期連続してマイナスとなっております。当

該状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。  

 このような状況に対応するため、当社グループは以下の施策を実行し、基幹事業の経営基盤の強化を行い、収

益力の強化を図ることにより、当該状況の改善を実現できると考えております。 
  

 平成24年度経営戦略 

  [文具事業] 

  (1)営業戦略の再構築と計画管理の強化による売上増 

  ①百貨店・大型専門店へ、高級品・ブランド品等の戦略的な当社商品群を重点投入し、売上増に貢献してま

いります。 

 ②寄木細工の木軸万年筆、銘木シリーズ万年筆の魅力的な新製品を発売し、新たな販路に導入中です。 

 ③DAKS LEGENDシリーズを発売し、拡販につとめております。 

 ④東京スカイツリーのSHOP限定製品の販売が好調で、新規提案も継続してまいります。 

 ⑤有名ブランドとのコラボレーション商品など、市場ニーズの高い商品を開発・販売してまいります。 

 ⑥長年の高級筆記具製造技術を活かしたブランド品のＯＥＭ製造により、安定した当社製造製品の販路確保

に努めてまいります。 

 ⑦取扱品種の選択と集中を行い、販路を絞り込んで、買手のインセンティブとなる顧客志向による販売を行

い、在庫効率の向上を進めてまいります。 

 ⑧電子文具事業につきましては、音声ペンの、教育分野への導入が始まりました。引き続き介護分野、観光

分野などでの活用範囲を拡大し、積極的に販売を進めます。また、「どこでもシート」につきましても、

引き続き拡販に努めます。 

  (2)コスト削減の徹底  

 ①原価低減プロジェクトを立ち上げ、業務効率化及び工程見直しによる販売経費、製造費等のコストの削減

を進めてまいります。 

 ②製品商品原価は、材料購入先選定の見直し、購入単価低減の交渉強化、外注加工費の見直し、仕入商品の

価格交渉、製品構成の見直しなどでコスト削減を図ります。 

 ③販売費及び一般管理費につきましては、予算管理を徹底して経費の削減を図り、また、外注諸経費及び資

金調達等の手数料等を見直して、大幅な削減に努めます。  

  (3)海外市場の深耕   

  北米市場では新代理店を活用し、アメリカ、カナダ全土での販売本格化に着手し、売上増に努力しており

ます。ヨーロッパ・東南アジア・インド市場に、富裕層をターゲットとした高級万年筆の新製品及び地域

オリジナルの新製品を投入し、新たな販路を開拓してまいります。 

  フィリピン、ブラジルの両国で新規取引先を獲得いたしました。  

  (4)Ｅコマースの強化  

  ウエブサイトのセーラーショップでは、コーポレートサイトのリニューアルやリスティング広告などの実

施に加え、取扱いアイテム数の増加等により、さらに充実させてまいります。 
  
  [ロボット機器事業]  

  (1)中国、東南アジア市場向けに、平成23年９月より中国で生産を開始した低価格取出機ＲＺ－Ｘシリーズの

販売を開始し、タイを中心に受注を伸ばしていきます。 

  (2)国内および北米向けには、安定した需要のある食品容器関連や医療機器関連業界で、取出機と特注機（後

工程装置）を組み合わせたシステム販売で売上確保を図ります。 

  (3)地域性やユーザーのニーズに合わせた取出機が提供できるように、高機能機種と低価格機種の両面で新機

種の開発を進め、新製品ＲＺ－ΣⅡ、ＲＺ－ＥⅢを市場投入し、拡販をすすめております。 

  (4)取出機においては、生産工程の見直し、部品の共通化を進めると共に、部品の調達先を海外にも広げるこ

とでコストダウンを図り、他社との競争力を高めてまいります。 

  (5)特注機においては、プラスチック成形業界以外の自動化設備受注にも積極的に取り組んで、販路を広げて

まいります。  

（３）継続企業の前提に関する注記
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  [全社] 

  (1)文具・ロボット両分野で着手しました新規事業につきましては、本来的な事業環境の困難性もあり、利益

貢献度に照らした計画の精査・見直しにより、更なる慎重化・合理化を図ってまいります。 

  (2)平成24年3月30日に持分法適用関連会社であったセーラー出版株式会社の株式の売却を行うなど、関係事業

の再検討・見直しを行い、不採算事業からの撤退を進めてまいります。また、すべての事業及び業務に関

し、損失の危険の管理を徹底してまいります。 

  (3)全社的な事業構造改革を推進し、発行済新株予約権の行使環境改善に努めるとともに、エクイティファイ

ナンスを含めて、事業継続のための資金調達の多様化に努力してまいります。また、自社の強みをさらに

伸ばすと共に弱みを是正し、魅力ある株式投資先となるべく全社を挙げて努力してまいります。 
  
    しかしながら、これらの対応策の実現可能性と成否は、市況、需要動向、他社製品との競合等の影響下による

成果に負っており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

  なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の

影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 

   

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成23年１月１日 至平成23年9月30日） 

  １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）セグメント損失は四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成24年１月１日 至平成24年9月30日）  

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：千円）

（注）セグメント利益又はセグメント損失は四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 

   

  該当事項はありません。     

   

該当事項はありません。 

（４）セグメント情報等

  
報告セグメント  

調整額  
四半期連結損益 
計算書計上額 

（注）  文具事業  ロボット機器事業 計  

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高  3,176,513  1,576,752  4,753,266 －  4,753,266

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  3,176,513  1,576,752  4,753,266  －  4,753,266

セグメント損失(△)  △363,744  △33,643  △397,387  －     △397,387

  
 報告セグメント  

調整額  
四半期連結損益 
計算書計上額 

（注）  文具事業  ロボット機器事業 計  

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高  3,143,667  1,672,308  4,815,975 －  4,815,975

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  3,143,667  1,672,308  4,815,975  －  4,815,975

セグメント利益又はセグメント

損失(△) 
 △44,477  18,045  △26,432  －     △26,432

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（６）重要な後発事象
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